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のスタンス市とチューリッヒ市で同時に生まれた（村上 2004: 47-48） 
 








ティ社は、国の支援を受けつつ急成長し、1999 年末の時点で 1200 台の車両と約 3 万人
の会員を抱えるに至った（交通エコロジー・モビリティ財団 2006）。その後もモビリティ
は規模を拡大し、高山光正によれば、2009 年 5 月時点で 1,100 カ所のデポジット 1)に約









18 カ国、600 都市で運営され、車両数は 11,700 台、会員数は 348,000 人となるまでに普
及、拡大した（交通エコロジー・モビリティ財団 2006）。 
 その後世界的に急速に普及する。スーザン・シャヒーンの報告によれば、2012 年時点に
















例であると言われている。横浜市のみなとみらい 21 地区などに、30 台の電気自動車を 10
カ所程度のデポジットに設置するかたちで、1999 年 9 月から翌年 3 月までの間、社会実























 交通エコロジー・モビリティ財団が 2014 年 1 月に実施した調査によると、国内のカー
シェアリング事業の状況は、デポジット数 7,568 カ所、車両数 12,373 台、会員数 465,280
人である。近年の普及のスピードには著しいものがあり、伸び率は 2013 年比で、それぞ
れ 34％増、40％増、61％増である。国内のレンタカー全体との関係では、乗用車 273,466




ダの 0.40％、日本 0.37％、ドイツ 0.33％、アメリカで 0.29％と、日本においても先進の
欧州各国との比較においてカーシェアリングの普及時期に入ったということができるだろ
う（交通エコロジー・モビリティ財団 2014）。 




















・1994 年～2002 年半ば 初期の市場への参入及び実験 
・2002 年半ば～2007 年 成長と市場の多様化 




























が支払われる場合があること、15 分から 30 分単位での課金がなされること、また多くの
場合、貸出が無人で行われることなどがある。もともとレンタカー事業では、車両ステー
ションでの有人管理を原則としており、現在のカーシェアリングが採用している無人管理
は認められていなかった。2005 年 11 月に神奈川県が、無人での車両の貸し渡しが可能と
なるよう、「神奈川カーシェアリング利用促進特区」を申請し、認定された。当該特区は
2006 年 3 月に全国展開され、現在はどの地域においても無人管理が可能となっている。 












ング事業を行っている事業者は 30 者あった（交通エコロジー・モビリティ財団 2011）。
この時点で各社の事業について独自に調査を行った結果を述べる。 














 ここでは、この交通エコロジー・モビリティ財団の把握による 30 事業者の中から 2)、個
人を対象としていない建設車両等の貸出を行う事業者や、個人間での共同使用の事例など、
明らかに性格の異なるものと、調査時点で営業を停止しているなど運用方式の確認が不可























用方式であった。次に、車両の利用可能時間帯については、24 者のうち、21 者が 24 時間
利用可能で、3 者が午前 8 時若しくは 9 時から午後 8 時までの限定された時間帯での利用
であった。 
 24 者のうち 20 者が次の三つの条件を兼ね備えた運用方式を採用していた（この三つが
そろった運用方式を以下単に「無人 24 時間方式」と言う。）。 
 
 Ａ 予約はＩＣＴを活用しインターネット若しくは携帯電話で 24 時間可能 
 Ｂ 車両の解錠はＩＣカード若しくは携帯電話で無人で行い、キーは車内に保管 
 Ｃ 車両は 24 時間利用可能 
 
 検証対象の 24 事業者について、車両台数ベースでみた場合、全体の約 99.4％が、会員












































 次に、貸出時間単位についてであるが、16 者が 15 分単位としており、ほぼ標準となっ
ている。その他、10 分が 1 者、30 分が 3 者、1 時間が 1 者、3 時間や半日などが 2 者。
従量料金制を課金していない 1 者は貸出時間単位をもたない。 
 従量制の料金については、標準の 15 分の場合、最低が 100 円、最高が 450 円となって
いる。10 分で 170 円から 220 円、30 分で 157 円から 630 円である。先に触れたとおり、
同一社の中でも複数のプランを持つ場合がある。 
 他に距離料金、いわゆるガソリン代として、時間とは別に走行距離に応じて課金される
社が 18 社ある。1ｋｍあたり 10 円から 26 円である。 
 料金体系はこのように事業者によりまちまちであるが、大手 2 者で見てみると、例えば、
オリックス自動車が運営するオリックスカーシェアの場合、1 時間利用して 20ｋｍ走行す
ると 1,100 円になる。タイムズ２４株式会社が運営するタイムズカープラスで 2 時間利用



























 ・24 者の全てが 24 時間インターネット等で予約可能 
 ・21 者が 24 時間車両の利用が可能 
 ・20 者が「無人 24 時間方式」を採用（会員数、台数ベースで 99％以上） 
 ・21 者が 1 時間以内の短い単位での利用が可能で、それに合わせた料金体系を採用 
 ・標準の貸出単位は 16 者が採用している 15 分単位 
 ・自動車保険等固定費用は事業者が負担 
 
 これが調査時点（2011 年 7 月）における、運用方式の状況である。その後、タイムズカ
ープラスを中心にシンプルなわかりやすい料金方式を打ち出しており、他の事業者もその
方向に進みつつある。また、15 分単位での課金とは別に、12 時間パック、24 時間パック
などのパック料金の設定が増加している。 













 Ａ 予約はＩＣＴを活用しインターネット若しくは携帯電話で 24 時間可能 
 Ｂ 車両の解錠はＩＣカード若しくは携帯電話で無人で行い、キーは車内に保管 
 Ｃ 車両は 24 時間利用可能 
 Ｄ 15 分単位での利用が可能でそれに合わせた料金体系を採用 


































































 交通エコロジー・モビリティ財団の調べによると、例えば 2001 年から 2006 年まで豊田
市において実施された社会実験では、利用時間は 9 時から 18 時で、1 回の利用につき、4
時間以内、50ｋｍ以内という制限があった。その他、福岡市で 2002 年から 2005 年に実
施されたものは 7 時から 22 時の利用、大阪市で 1999 年から 2002 年に実施されたものは
8 時から 18 時までの利用であるなど、多くの社会実験は何らかの利用制限がなされており、




































































が、利用方法やサービスについて詳細に検討してはいない（Botsman and Rogers 


































時にはデポジット 7 箇所に電気自動車 35 台を導入し「京都パブリックカー実証実験」を
実施している。また、2002 年から 2003 年にかけて、京都市ではないが、関西文化学術研





にカーシェアリングが事業展開されたのは、2007 年 10 月 1 日のことである。オリックス
自動車が京都市内の 12 箇所のデポジットに 20 台の車両を設置した。当時オリックス自動
車は東京、神奈川、名古屋地区で既に事業を行っており、同社としては近畿で最初の事業
展開であった。翌年の 2008 年 9 月末までに、デポジット 23 箇所、車両 32 台に増設して
いる。その後も小規模な増設などを行い、2009 年の 11 月からは京都市近郊の宇治市、長
岡京市、向日市を含む地域において大規模な車両の増設が行われた。2010 年 7 月時点で
は 54 箇所 65 台である（京都市内は 47 箇所 58 台）。 
 京都市における会員数については、事業開始後 1 年の 2008 年 9 月末時点で約 350 名と
なっている。その後の数字は公表されていないが、2009 年 9 月末時点で約 700 名程度で












ている。2010 年 7 月の時点で、前者がデポジット 20 箇所に 20 台を、後者が 10 箇所に
15 台を設置していた 13)。会員数は不明、運用方法はオリックス自動車とほぼ同様である。 
 2010 年 7 月末の時点で、京都市とその周辺の地域においては、これらの 4 つの事業者






 先の交通エコロジー・モビリティ財団による 2009 年 1 月時点の一斉調査の結果によれ












クスカーシェア」の利用状況について分析する。当該事業は 2007 年 10 月の事業展開後 2
年以上経過しており、導入初期の時期を過ぎ普及期に入っている。また、台数及び会員数
が一定の規模を越えており、データを分析することから一定の類推を行うことが可能と思










 ○ デポジット数 
   2008 年 10 月 1 日時点：23 拠点 
   2009 年 9 月 30 日時点：27 拠点 
 ○ 車両台数 
   2008 年 10 月 1 日時点：32 台 
   2009 年 9 月 30 日時点：36 台 
 ○ 使用車両 
   低燃費のガソリン車。軽自動車及び排気量 1,300cc の小型車。 
 ○ 会員数 
   2008 年 10 月 1 日時点：約 350 名 











































は 10km 以 上
20km未満の利用が最も多く、個人利用の 33.2％である。次いで 10km未満の利用が 20.8％、
20km 以上 30km 未満の利用が 16.1％と順に多く、30km 未満の利用が全体の 70.1％を占
27 
 
める。10km 未満について詳しく見ると、5km 以上 10km 未満がそのうちの約 8 割であり、
5km 未満の利用は 2 割に満たない。また、100km 以上の長距離利用が全体の 8.8％ある。 
  法人利用についても、概ね個人利用と同様の傾向を示している。10km 以上 20km 未満
の利用が最も多く 33.9％、10km 未満の利用が 19.9％、20km 以上 30km 未満の利用が約
16.3％と続き、30km 未満の利用が全体の 70.2％を占める点は個人利用と似ている。10km




 利用時間の状況を予約時間から見てみる。「オリックスカーシェア」は 15 分単位での予
約が可能である。予定の利用時間が 30 分の事例が 12.1％あり、45 分の事例が 5.5％、1
時間が 8.1％である。1 時間以内の予約事例を合わせると利用事例全体の 25.7％、約 1/4
に当たる。最短利用距離の 1.6ｋｍの利用では、予約時間 30 分間で予約され、予約時間内
で返却されている。1 時間 15 分から 2 時間までが 24.3％。2 時間 15 分から 3 時間までが
15.7％。3 時間までの利用予定のものが全体の 65.7％を占める。標準的な利用時間は 1 時
間から 3 時間であると言える。 
 一方、24 時間、まる 1 日利用予定としている事例が 1.9％あり、24 時間を超えて 2 日間








発予定の利用が個人利用全体の 8.7％と最も多く、次に 13 時台の利用が 8.5％と多い。次
いで 9 時台や 14 時台の利用開始が多く、9 時台から 16 時台を合わせて全体の半数以上を
占める（56.4％）。また法人利用については、昼間帯の利用の傾向が顕著であり、9 時台か




残りについては、ほとんどが個人の利用であるが、17 時台から 22 時台の利用開始が一定




 2010 年 2 月に京都市周辺のオリックス自動車の会員に対して実施したアンケート調査




おり。「月に 1 回以上 2
回未満」の利用頻度と回
答 し た 者 が 44 名
（37.9％）と最も多かっ
た。次いで「月に 2 回以
上 3 回未満」の回答が 20
名（17.2％）、「月に 4 回
以上 5 回未満」の回答が 13 名（11.2％）と続く。月に 1 回以上利用するが週に 1 回は使
わないという者が 75 名で全体の 64.7％である。「月に 4 回以上」すなわち週に 1 回以上利
用する者が 19 名（16.4％）あり、そのうち月に 10 回以上頻繁に利用すると回答した者は





 このようにカーシェアリングの利用頻度としては、月に 1 回か 2 回程度利用する者が最











































 ○ 利用距離は 10～20ｋｍ未満の利用が最も多く（個人利用の 33.2％、法人利用の   
  33.9％）、30ｋｍ未満の利用が個人利用、法人利用とも約 7 割を占める。短距離利用  
  が中心である。 
 ○ 個人利用については 100ｋｍを超える利用が 8.8％あり、長距離でも利用されてい 
  る。 
 ○ 利用時間は、3 時間までの利用が 65.7％で短時間利用が中心である。また、1 時間  
  以内の予約事例が 25.7％ある。 
 ○ 長時間利用として 1 日以上にわたる利用が 3.1％ある。 
 ○ 利用開始時刻については、昼間帯を中心（9 時台～16 時台が個人、法人利用合わせ 
  て 61.1％）としつつも、特に個人利用では夜間の利用も一定割合見られる（17 時台 
  から 22 時台の利用開始が個人利用の 26.2％）。 
 ○ 深夜、早朝の利用もある（個人利用の 7.4％）。 
 ○ 利用頻度は月に 1 回以上 2 回未満とする者が最も多く（37.9％）、週に 1 回未満の 
  利用者が 83.6％である。 
 ○ 月に 10 回以上利用するヘビーユーザも一定数（2.6％）ある。 
 ○ 利用目的は「買物」「レジャー・娯楽」「通院・送迎」などが多い。 
 ○ カーシェアリング会員の一月あたりの交通行動の回数において、カーシェアリング 





 利用距離については 30ｋｍ未満の利用が、利用時間については 3 時間までの利用が 7
割程度を占めている。利用時間帯は昼間から夜間の時間帯の利用が 9 割程度を占めており、



































































































































































 まず、無人 24 時間方式は、ＩＣカード、モバイル端末、携帯電話通信網などを活用し
たＩＣＴ技術が基礎となっている。１－３－３で見たとおり、こうした技術、機器がなけ




































 現在のカーシェアリングの運用方式は、ＩＣＴ技術を基盤として無人 24 時間方式の採
用などサービスレベルの向上を実現しているが、それを可能とするために法制度などが改
正されてきたことを確認する。 






















 ① 利用者にとって新しい自動車利用の選択肢となり得るサービスレベルへの到達 
 ② ①を可能としたＩＣＴ技術 








































































である。また、その警察庁の統計の中では免許保有者数が 1968 年の 26,343 千人から翌





















から、道路政策の不備が批判されてきた（西村 2007 など）。 



























   保有台数の面で乗用車の数がトラックを上回り、また乗用車市場における個人需要  
の比率が過半数に達することを本格的なモータリゼーションの確立の指標とするなら  












   スバル 360 などの性能の良い小型車が販売を開始し、自動車ショーに多くの人々が  
集まり、東京だけで毎年 60 万人が自動車免許試験を受けるようになっていた。まだ  
軽自動車でも 30～40 万円台であったから、多くの人がお金ができたらいつでも車を  
買って運転できるようにと準備していた。モータリゼーションの到来は間近であった  





























年に 26,449 千人となり、1958 年の約 4.4 倍に、1960 年からの 10 年間でも約 2.3 倍と急
増している。その後、1980 年 43,000 千人、1990 年 60,909 千人 2000 年 74,687 千人、2008
年 80,448 千人となっている。1958 年から 2008 年の 50 年間で、13.4 倍、7,400 万人増加
している。1990 年代頃から増加率に低下が見られるものの、この 50 年間一貫して増加し、
現在においても増加し続けていることが特徴である。 
 次に自動車保有台数の推移を見ると、二輪、三輪、四輪の原付を含む全ての車両の保有
台数は、1050 年代前半から統計がある。1952 年にはわずか 63 万台であるが、1955 年に
はその 3 倍の 190 万台になり、1960 年代に入ると急速に増加し、1963 年に 1,000 万台を
越え、1970 年に 2,800 万台、1980 年に 5,200 万台と著しい増加を示す。1990 年代に入る












見た場合、1958 年の時点で全国に 200 万人程度いたことになる。1958 年の国内での自動
車生産台数は二輪、原付を含めて約 79 万台でしかない。この予備軍をターゲットとして
国産自動車メーカーが開発と生産の拡大と販売を目指したことは当然であろう。しかし、
その後も予備軍が増え続け、1960 年代の前半には 300 万人に達していたと推測される。 
 























 まず、運転免許保有の状況を見ると、京都府域における運転免許保有者数が 1952 年で
30,278 人が、1955 年に 118,761 人。その後毎年数万人程度増え 1960 年に 370,826 人と
なる。その後も伸びて 1965 年に 532,132 人、1970 年に 622,119 人となり、1952 年の約
20 倍に、1960 年からの 10 年間で 1.7 倍近くに増えている。 
  自動車保有台数の状況を見ると、1952 年に 15,074 台、1955 年に 54,092 台、1960 年
158,871 台と５年間で 3 倍近くに急増している。その後も急激に増え続け、1965 年に
357,725 台、1970 年に 613,521 台となり、1952 年の約 40 倍、1955 年の約 11 倍に、1960
年からの 10 年間で約 3.9 倍程度になっている。 
 両者の比較であるが、伸び率で見ると、自動車保有台数は概ね全国状況と同様の推移を
示している。免許保有者数についても全国状況と同様の高い伸びであった。また、免許保
有者の伸びが 1960 年代に入り鈍化し、自動車保有台数が 1967 年ころが伸びのピークとな
っている点などは似ている。 
 京都府域における免許保有者数と保有台数との差を確認する。1952 年時点で免許保有者
が 1 万 5 千人程度多い。免許保有者約 2 人に 1 台の割合。1955 年には 6 万 5 千人程度、
2.2 人に 1 台。1960 年には約 21 万人と差は広がり、2.3 人に 1 台となる。その後差が縮ま
47 
 








 京都府域における免許試験受験者数は 1952 年に 45,258 人、1955 年に 98,633 人、1957
年に 110,971 人、1959 年に 154,787 人と増加し、制度改正のある 1960 年には 291,015
と突出していることを除くと、1962 年には 179,646 人、1964 年に 202,171 人となりピー
クを迎える。その後、1965 年に 169,680 人、1967 年に 141,033 人、1969 年に 126,424
人と減少している。免許取得の熱度が 1950 年代から高まり、1960 年の半ばまでにピーク
を迎えていることが見て取れる。車両台数と受験者数とを比較すると、1952 年は受験者数
が台数の約 3 倍、1955 年で 1.8 倍、1959 年に 1.3 倍。1962 年では逆に保有台数が受験者


















































 通商産業大臣官房調査統計部編の「製造業事業所における自動車保有状況調 昭和 33年」
によると、1958 年の末時点で京都府域に自動車を保有する製造業事業所は 4,028 事業所あ
り、全事業所の約 57.9％が自動車を保有していたことがわかる。全国の 63.8％よりやや低
くなっている。同年の全国の自動車を保有する製造業事業所 135,701 の約 3.0％である。
保有されていた自動車（原動機付自転車を含む）の台数は 7,972 台であり、全国の保有台
数 289,272 台の約 2.8％である。 
 また、「商業事業所における自動車保有状況調 昭和 33 年」によれば、同じ時点で京都
府域に自動車を保有する商業事業所は 4,680 事業所あり、全事業所の 44.7％が自動車を保
有しており、やはり全国の 51.4％よりやや低い保有率であったことがわかる。台数は 9,326
台（原付を含まない）であり全国の台数 401,517 台の 2.3％である。 




 1958 年時点の京都府域の原付を含む自動車の台数は 93,241 台であり、製造事業所及び
商業事業所において保有している台数 17,298 台は、その 18.6％にあたる。 
 車種別では、製造業事業所の 7,972 台の内訳は、普通トラック 290 台（3.6％）、小型四
輪トラック 1,077 台（13.5％）、三輪トラック 1,075 台（13.5％）、乗用車 721 台（9.0％）、
オートバイ 1,671 台（21.0％）、モーターサイクル 1,513 台（19.0％）、原動機付自転車 1,625
台（20.1％）である。商業事業所の 9,326 台の内訳は、普通トラック 137 台（1.5％）、小
型四輪トラック 1,171 台（12.6％）、三輪トラック 1,468 台（15.7）、乗用車 479 台（5.1％）、






あると思われるので、自家用に限って見ると全体で 46,022 台であり、普通貨物 1,674 台、
小型四輪貨物 4,601 台、三輪貨物 8,564 台、乗用 5,539、自動二輪と軽二輪が 25,206 台、
バス、特殊などが合わせて 438 台である。このうち、製造事業所と商業事業所とを合わせ
た保有台数が占める割合を車種別に見ると、普通貨物が 25.5％、小型四輪貨物が 48.9％、
三輪貨物が 29.7％、乗用車が 21.7％、原付を除く二輪が 36.7％となる。原付については
商業事業所の統計がないが、製造業事業所だけでみると、1,625 台に対して京都府全体で











であるが、日本機械工業連合会による「自動車市場調査－トラック関係－昭和 33 年 6 月」





同じ数の免許保有者がいるところが 41.0％、台数より免許保有者が 1 人多いところが

































一条通と合流する衣笠宇多野線が 1955 年に着工された。次に関連施設整備として 1952
年に国内最初の観光駐車場として約 1 万㎡の清水坂観光駐車場が開設され、その後 1955
年までに嵐山、銀閣寺高雄、金閣寺に合計 5 カ所に整備された。当時の施策について「1950
年代初頭の全国の自動車普及率は，1000 人当たりわずか 4.3 台であったから，京都市は，
マイカー時代をはるかに先行して，明確に乗用車，バス利用の観光客を吸引する政策を行
っていたのである」（土井ほか 2001: 122-123）と評価されている。 
 当時他府県などからのバス観光が 1952 年に既に 2 百万人／年を越えており、春秋のハ
























1959 年時点の京都府域の国道、府県道は合わせて 2,534km あり、簡易舗装を含めた舗装
済み道路は 215km となっており、舗装率はわずか 8％程度に過ぎない。京都市域では
425km の延長に対して 169km が舗装済みである（舗装率約 40％）。市町村道については、
府域の延長 11,509km のうち、舗装済みが 252km（舗装率約 2％）、京都市域では延長







全国で 3 番目に条例による課税を始めている。 
 その内容であるが、課税客体は「自動車の取得」、課税標準は自動車の取得価格、税率は
























ェンジまでの約 71km が開通した。そして 1965 年には全線 189km が開通する。建設費は

































  一、国民車として選ぶ車は少なくとも①最高速度は時速 100 キロメートル以上出せる  
こと②乗車定員は 5 人、または 2 人と 100 キログラム以上の貨物が積めること③平
たんな道路で時速 60 キロメートルの時には 1 リットルの燃料で 30 キロメートル以
上走れること④大掛りな修理をしないでも 10 万キロメートル以上走れることなど
の条件を備えなければならない。 
  一、国民車は月産 2 千台の場合には 1 台当り 15 万円以下で作れるものでなければな  
らない。このためには購入部品、原材料費は 1 台当り 10 万円以下、直接工数は同
70 時間以下に抑えることが必要である。またこのような性能、価格上の条件から、
国民車のエンジンの大きさは排気量 350 ㏄～500 ㏄、車の重量は 400 キログラム以
下が適当とみられる。 












































軽四輪の乗用車約 12 万 6 千台の所有者から、東京 23 区内の 600 人をサンプリングして実








ものとしては、スバル 360 が 4.2％、マツダクーペが 4.4％、三菱 500 が 1.2％と合わせて






















価格は 42 万円を越え、国民車が想定していた 25 万円を大きく上回っていた。小磯勝直は
「これより 5 年前の昭和 30 年、自動車業界を震撼させた通商産業省（当時）の国民車構
想は、ついに陽の目を見ずに消えたが、以来、大衆需要の掘り起こしを狙う乗用車モデル
の開発は、地下に潜行するかたちでメーカー各社の間に進行していた。その第一陣ともい





 次に 1960 年に三菱 500 とマツダ R360 クーペが発売される。三菱 500 は国民車構想を
忠実に実現した車種であり、価格も低廉であったが、排気量から軽自動車の優遇措置は受
けられず、一方他の小型四輪自動車との比較では廉価な故のハンディがあり、その中途半
端さから市場の評価は低かったようだ。マツダ R360 クーペは 2 人乗りであるが販売価格
30 万円といったこともあり、三菱 500 以上に国民車的な受け容れ方がなされた。小磯は
次のようにそのインパクトを分析している。 
 
   30 万円カーの発表である。この価格は乗用車の大衆需要に、いっきょに火を点ず  
るであろうことが容易に想像できた。マツダ R360 クーペ発表の翌 23 日付新聞が、  
一斉に国民車の出現を匂わす報道にスペースを割いたことは言うまでもない。昭和 30  
年代を通じて、国民車という用語と意識は、業界はもとよりマスコミにも鮮烈に生き  
ていた。その出現を待望するような問題意識が下地にあったことが、30 万円カーと、  
意識としての国民車を結びつけたのである。（小磯 1988：135） 
 















































 まず、『乗用車個人需要の普及水準と変化の方向』によると、1963 年 3 月時点での勤労
者世帯における個人所有乗用車の普及率は 3.4％である（関東、東海、近畿の都市圏）。保
有の状況は職種及び収入による偏りが著しく、管理職、自由業に限ると普及率は 15.2％と
なるが、一方、労務職は 1.2％と極端に低い。また個人保有車両の 60％以上を年収が 80
万円以上の高所得者層が占めている。未だ一般の勤労者世帯への普及の前段階であること
が見て取れる。 










 また、勤労者世帯における免許保有率について、先にみた朝日新聞社による 1961 年の
調査と比較している。朝日新聞社の調査時点の 1961 年では、勤労者世帯における免許保






































 しかし私用と回答した 162 名のうち、50％の者の職業がサラリーマンであることは興味
深い。回答者約 500 名のうち、サラリーマンで私用で自動車を保有している者が 16％程
度いることがわかる。また、5 年以内に購入予定ありと回答した者に車種の選択理由とし
て、利用目的に近い質問がなされており、有効回答 37 のうち 6 者が「家族のため」と、

























































































































































































































 Ａ調査 カーシェアリング利用データの分析 
  ・調査対象 京都市内における会員の 2008 年 10 月 1 日から翌 2009 年の 9 月 30
日までの 1 年間の利用データ 
  ・会員数 
   2008 年 10 月 1 日時点：約 350 名 
   2009 年 9 月 30 日時点：約 700 名（推計） 
 
 Ｂ調査 会員アンケート調査（その１） 
  ・調査対象 京都市内在住のカーシェアリング会員 
  ・実施時期 2009 年 2 月 
  ・調査概要 カーシェアリング加入前後の自動車走行距離など 
  ・回収状況 101 部回収（配布数 400 部） 
 
 Ｃ調査 会員アンケート調査（その２） 
  ・調査対象 京都市内在住のカーシェアリング会員 
  ・実施時期 2010 年 2 月 
  ・調査概要 カーシェアリングの利用頻度、目的など 















































に基づき、当該地域におけるカーシェアリング利用者を 2 者仮想することとする。 




・1 回あたりの利用距離は 10～20km 未満の利用が最も多く、30km 未満の利用が全体
の約 7 割を占めていた 
・利用時間は 3 時間までの利用が 65.7％であった 
 
 Ｂ調査にもとづき、矢野晋哉らはアンケートに回答のあった 101 名のカーシェアリング
ユーザを、①自家用車を手放してカーシェアリングに加入した者（24 名）、②自家用車を
保有せずにカーシェアリングに加入した者（69 名）、③自家用車を保有したままカーシェ









・利用頻度は月に 1 回以上 2 回未満とする者が最も多く 37.9％。次に月に 2 回以上 3











・1 回あたりの走行距離が 31km で、月に 2 回利用 
＜自動車を保有せずにカーシェアリングに加入した利用者乙＞ 





・料金は調査当時の料金体系（個人Ｂプラン。月額基本料 1,050 円。時間料金 15 分 260
円。距離料金 14 円／km。）を使う 

















なる。カーシェアリングで一般的に利用される 1,500cc クラスの小型車を 100 万円で購入
し、7 年間乗ると仮定すると、少なく見積もっても約 28,000 円／月程度の固定的な経費の
負担が必要となる 33)。 
 一方カーシェアリング利用については、利用者甲は 62km 利用して利用料が 8,678 円／


























 利用者甲及び乙は、月に 1 回から 2 回程度で、走行距離も 1 回 30km 程度であるが、自
動車利用が必要となる場面があり、それをカーシェアリングによる移動で対応していた。








































































































































料とする自家用小型自動車 1 台あたりの平均年間走行距離は 7,769km であった 38)。月間
走行量を試算すると、約 647km となる。また日本自動車工業会のアンケート調査によれ
ば、2011 年度の月間走行距離の平均は 410km である（日本自動車工業会 2012）39)。近
畿圏の 647km でみて、Ｂ調査の回答者の平均走行距離である 59km／月は 9.1％である。
②の者の平均 33ｋｍ／月の走行距離はその約 5.1％に過ぎない。 
 次に、利用の頻度について地域の自動車分担率などと比較することを試みる。 
 2012 年の第５回京阪神都市圏パーソントリップ調査によると京都市域の交通手段別の
分担率は、鉄道 19.2％、バス 5.9％、自動車 24.4％、二輪車 27.4％、徒歩 22.8％、その他
0.2％、不明 0.2％である（発生集中量。平日。）。Ｃ調査によれば、カーシェアリング会員
は鉄道 27.1％、バス 8.0％、自動車 9.4％（カーシェアリングの 4.0％、タクシー3.5％、

























































































































 「買物」と回答した者が 30.1％（47 名）、「レジャー・娯楽」が 26.9％（42 名）、「通院・
送迎」が 16.0％（25 名）、「荷物等運搬」が 12.2％（19 名）、「業務・商業」が 8.3％（13
86 
 

























































































































































（星野 1961: 9） 
 











































































































































  判断１：対象施設は徒歩、自転車では無理な距離 
  判断２：鉄道なし 
  判断３：バス路線あり可能 

































































































































































































8.6％に対して 3.9％。自転車が 10.1％に対して 17.9％。自動二輪・原付が 2.3％に 5.3％。






























































































 重要なことは、カーシェアリングユーザは週に 1 回から月に 1 回程度のレジャー利用や
買物利用以外の移動に対しては、自動車利用をしないで鉄道やバス、自転車、徒歩などで
移動して過ごしているということである。第１部第２章の２－５－６で確認したアンケー
ト調査ではバス 8.0％、鉄道 27.1％、自転車 23.8％、徒歩 25.9％である。調査時点の近い
京都市の 2000 年のパーソントリップ調査結果では、バス 5.5％、鉄道 16.3％、自転車 18.6％、
徒歩 24.2％である。 
 バスと鉄道を合わせた数字でみるとカーシェアリングユーザは 35.1％で、2000 年のパ
ーソントリップ調査では 21.8％である。カーシェアリングユーザの方がバス・鉄道の利用
率が 13.3％高い。 




























































































































































































 Ａ 予約はＩＣＴを活用しインターネット若しくは携帯電話で 24 時間可能 
 Ｂ 車両の解錠はＩＣカード若しくは携帯電話で無人で行い、キーは車内に保管 
 Ｃ 車両は 24 時間利用可能 
 Ｄ 15 分単位での利用が可能でそれに合わせた料金体系を採用 





































 smaco は欧州等でのダイムラーの取組 car2go が下敷きになっているので、smaco のコ






アリングである。内田晃の調査によれば、2014 年 1 月時点で、ベルリンなど 7 都市にお








































（４）期 間：平成 25 年 10 月 11 日～平成 26 年 9 月 30 日（第 1 期） 
（５）実施区域：横浜都心エリア（横浜駅～みなとみらい 21～山手・元町を含むエリア） 





・リチウムイオン電池を搭載した電動車両。最高速度 時速 80km。 
・長さ 234cm、幅 123cm、高さ 145cm、車両重量 500kg、定員 2 名。 
（横浜市 2014） 
 
 利用に際して登録と事前に講習を受けることが必要である。登録者数は 1 万人を超え、











・利用時間約 16 分 















































































































 近年の自動車保有台数についてであるが、全ての車種でみると、2005 年が約 78,279 千
台、2007 年の約 79,236 千台をピークにその後微減傾向にあり、2009 年が 78,801 千台、
2011 年が 78,661 千台となっている。小型及び普通自動車の自家用でみると、2005 年の約
42,505千台をピークに減少傾向にあり、2007年が 41,956 千台、2009年が約 40,528千台、
2011 年が約 39,885 千台となっている。一方軽自動車は特に四輪乗用が増加傾向にあり、
2005 年 13,512 千台、2007 年 15,281 千台、2009 年 16,883 千台、2011 年が 18,004 千台
となっている。自家用車として保有の対象となると思われる、小型及び普通自動車の自家
用、軽自動車の四輪乗用と四輪トラックを合わせると、2005年 65,597千台、2007年 66,712






 まず、社団法人日本自動車工業会による乗用車市場動向調査 2009 年版によれば、自家
用車の非保有世帯や、以前自家用車を持っていたが保有を中止した世帯が、2005 年と 2009
年との比較で首都圏においても地方圏においても増加傾向にあることが明らかになってい
る（日本自動車工業会 2009）。また、同じく乗用車市場動向調査 2008 年版では、特に比
較的若い世代を中心に、いわゆる自動車離れの傾向が認められると指摘している。当該調
査では、現役の大学生（18 歳から 24 歳）の自動車に対する意識を、現社会人（20 歳から





動車への関心を比較分析したものがある。その結果によれば、現 40 から 50 歳代が自身が
大学生のころ興味関心があったとする製品・サービスの 1 位が「ファッション」であり、































































 2013 年版の国土交通白書に次のように述べられている。 
 
























































































































































































































































































































































































































































（2006 年 3 月 30 日付け国自旅第 286 号）に従いデポジットと呼ぶ。 









 3) 個人を対象にしていない 1 者、利用条件等を公開し会員を公募していない 3 者、調  










 4) 各者の運用方式等の確認は、ホームページの参照を基本とした。調査対象のうち、2  
者のみが、ホームページの情報では運用方式について不明な点が残ったため、電話に  
よる問い合わせを行った。2011 年 7 月に実施。 
 5) 既に、カーシェアリングの運用システムを、有償で運用受託する事業者が複数確認
できる。 
 6) 無人 24 時間方式を採用していない 4 者は、そのうち 2 者が利用時間を限定してお
りＣのみ非適合。1 者がスペアキーを会員各自が保有する方式でＢのみ非適合。1 者
が利用時間限定でかつ有人によるキーの受け渡しであり、ＢＣ非適合である。 
 7) オリックスカーシェアでの確認。 
 8) オリックスカーシェアは、月額基本料が 2,000 円のＡプランでスタンダードクラス
の車両を利用した場合の利用料金。時間料金が 15 分 200 円と距離料金が 1km15 円で
ある。タイムズカープラスは、ベーシッククラスの車両を利用した場合の利用料金。
時間料金 15 分 200 円である。レンタカーについては、カーシェアリング事業も展開
する日産レンタカーで、マーチが 6 時間 5,250 円である（各者のホームページで 2011
年 7 月に確認）。 






 11) 全国ベースの数値が、2008 年 9 月末時点で約 3,200 名であったものが、2009 年 9
月末時点で 6,500 名と、この間でおよそ 2 倍になっており、2008 年時点において京
都が全国の約 10％であることなどから、京都では 700 名と推計。 
 12) 2007 年 11 月にウィンド・カー株式会社が京都市内で営業を開始したが、2010 年 7
月現在では確認できない。 
 13) レオガリバーカーシェアリングはその後、営業を終了した。 






 15) ＪＲ西日本の会員数などが把握できないため、オリックス自動車の数値のみで試算。 


























式をやめ無人 24 時間方式を採用している。 























 23) 京都府における自動車保有台数及び免許保有者、受験者数については、1952 年は国
家地方警察京都府本部編「交通事故統計」、55 年、56 年については京都府警察本部編











 27) 1961 年に建設中の名神高速道路の山科地区において、自動車メーカーによる高速走
行試験が実施され、欧州車は時速 100km を越えてもスムーズに走ったが、国産車は
激しい振動が生じたといわれている。しかし、国産メーカーは高速走行への対応を進
め、1964 年にはトヨタがコロナで名神高速道路における 10 万 km の連続高速走行耐
久テストを成功させている（桂木 2007）。 






32) Ａ調査のデータで平均をとると、1 時間あたり 9.8km 走行していたため、およそ 1
時間で 1km と想定した。 
33) 1,500cc の車両を 100 万円で購入し 7 年間乗るとの仮定で試算すると、概算で約 34
万円／年程度となる（自動車税 34,500 円、重量税 15,000 円、自賠責保険＋任意保険
で約 100,000 円。車検費用約 50,000 円。自動車取得税、駐車場代、ガソリン代など
は含んでいない。）。 
34) 利用者甲は 31km を 3 時間 15 分利用が 2 回。｛（260 円／15 分×13）＋（14×31）｝








紹介されている（『日経新聞』 2012.3.20 朝刊）。 








40) ｛（260 円／15 分×92）＋（14×230）｝＋1,050＝28,190 円。 
41) 例えば、京都市が 2010 年に策定した『「歩くまち・京都」総合交通戦略』では、第
4 回京阪神都市圏パーソントリップ調査（2000 年実施）における京都市の自動車分担

























 47) 通勤については、この点ともうひとつ、往路と復路との間に通常であれば 8 時間以
上の間があくことも、カーシェアリングの利用が少ないことの大きな理由であろう。 
48) 『日経エレクトロニクス』の記事「カーシェアリング・サービス「タイムズカープ
ラス」の開発（最終回）」による。『日経エレクトロニクス (1121)』 87-90, 2013.11.11, 













50) パーク２４株式会社の 2015 年 1 月 9 日付け広報資料による。タイムズクラブ会員




定される。タイムズ２４株式会社は 2014 年 10 月 24 日に福井県内ではじめてタイム
ズ駐車場をオープンし 47 全都道府県での事業展開を果たした（タイムズ２４株式会
社の 2014 年 10 月 23 日付け広報資料による）。そのため、調査対象者は例えば自動車













53) 例えば「カフォレ」というサービスが 2008 年に事業を開始している（林 2011）。 
54) 2013 年 4 月から JR 西日本レンタカー＆リース株式会社とタイムズ２４株式会社の
連携がなされたが、駅前レンタカーとカーシェアリングの相互利用の実現であり、完




ている（2015 年 3 月 2 日付け朝日新聞）。 
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